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ット大の排泄物（d6jections de son chien）も路上には見当たらな  
かった。飼い主のマナーが良くなったのか、パリ市などによる規制（2）  
の成果かは知らないが、今のパリ市内は下を気にせず歩ける街にな  












この廃棄物税制も環境税の一種とみるべきであろう。   
本稿で紹介するフランスの「家庭ごみ収集税1ataxed，enl占vement  
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Ⅰ フランスにおける家庭ごみ収集税の基本構造  



















2．Laredevance estinstitu6eparl－assemb16e d61ib6rante de  
lacollectivit占localeou del－6tablissementpubliclocalqulen  
fixele tarif．E11e est recouvr6e par cette co11ectivit6，Ce  
groupement ou cet6tablissement ou，par d616gation de  


























クラブのレポート F成長の限界』（The Limits to Growth、フラン  
スではHalte a croissance？）が1972年に発表され、天然資源の枯渇  
が問題ともなっていた。72年の人間環境宣言（Declaration of the  
UnitedNationsConferenceoftheHumanEnvironment、D6claration  












































村の任意的選択課税税目でありヾ ごみ処理経費の主要財源である目  
的税の性質を持っている（11）。  




COmmuneS quiassurent au moinsla collecte des d6chets des  
m6nages peuventinstituer une taxe）。また、本税は、ごみ収集  
業務支出のうち、市町村が税としての性質を有しない通常収入によ  
り経費充当しない経費額のためのものとされる（une taxe destin6e  
apourvoirauxd6pensesduservicedanslamesureodcelles－Cine  
SOnt PaS COuVerteS par des recettes ordinaires n－ayant pasle  












が認められている（CGI，art．1609bis Ⅱ）。そのため、関係市町村  
間、市町村と公施設法人との間の税務・財務的調整が必要となって  









（2）納税義務者  租税一般法典1521条は、本税の納税義務者を、  
地方直接税の一つ既建築不動産税（taxefonci占resurlespropri6t6s  
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とができる（CGI，art．1521－ⅢTl）。   
同一市町村内でも、ゴミ収集処理がなされない地区の不動産所有  
者も、本税の納税義務者とはならない。  













果（16）、 複数の地区を設定している市町村では、地区ごと異なる税率  
の設定が行われている。なお、人口5千人未満の小規模市町村は、  






価額を基に算出された土地台帳所得（revenu cadastral）を課税標  
準（base）として記載し、その横欄に市町村、市町村事務組合、市  














3 ／〈り市の家庭こみ収集税   
ここで、家庭ごみ収集税の具体的な事例として、パリ市（Laville  












年度において1億2000万ユーロの手数料支払いしている（19）。   
パリ市の家庭ごみ収集税は、上記の基本的設計のとおりである。  
その税率は、2009年度が5．75％であったものが、2010年度では8％増  











にもなっている。   























思につき付言しているところに特徴があるといえる。   
また同法2条2段によると、廃棄物の処理とは、収集、運搬、保管、  
分別および再生利用または熟回収に必要な処分をいう（L16limination  
des d6chets comporteles op6rations de collecte，tranSpOrt，  




ほぼ同じである。   
家庭ごみの処理は、市町村のものとされる（75年廃棄物法12条1段：  
Les communes ou les groupements constitues entre elles 
assurent，6ventuellementenliaisonaveclesd6partementsetles  
6tablissements publics reglOnauX，1’61imination des d6chets des  
m6nages、この条項は現行の地方公共団体一般法典（Code g6n6ral  
des collectivit6s territoriales）2224条の13に規定されている）。こ  
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上げる必要もなく、彼らのごみ収集労働負担が軽減されている。   























ごみ収集は、ほぼ戸別収集（collecte en porte－a－pOrte）に近いもの  
として実施されている（市民の65％が享受している）が、このボッ  
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民により分別されていないとも見受けられる。   
Ⅲ フランス廃棄物税の今後  
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2 ピクニック税の導入論議   
ピクニック税（Taxe pique－nique）は、すでにベルギーで2007年  
から課税がなされており、2008年にフランスの環境大臣であるジャ  
ン＝ルイ・ボルロー（Jean－Louis Borloo）がリサイクルされないで  
捨てられる紙コップや紙皿に1キロ当たり0．9ユーロ（90セント）で  
の課税を提言したことから、フランスても論議されはじめている税  
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注  










2 2002年4月2Elパリ市長規則（arr6t6du2avri12002：パリ市ホームページ内  
＞ParisPratique＞Environnementetpropret6＞Propret6desrues＞Comment   
sIint6grerenvilleavecsonchien？（http：〟www．paris．fr／portail／pratique／Portal．   




3 El本の廃棄物税は、三重県などをはじめ多くの自治体において採用されている。  
詳細は、「産業廃棄物行政と政策手段としての税の在り方に関する検討会  
最終報告」（平成16年6月28日、環境省ホームページ＞廃棄物・リサイクル   




4 本稿での租税一般法典をはじめとするフランス法令の引用は、別途引用表記  
しない限り、フランス政府が運用しているインターネットサイト「山喜g述柑皿Ce」   
（http：〟www．1egi血・anCe．gOuV．fr／）に掲載されているものによる。  
5 地方公共団体等の税制改革に関する1鮒年1月7日1（裕号オルドナンス（0正bmⅦm∝  
nO59－108du7janvier1959portantr肋rme desimpositions percues au  
pro抗tdescollectivit6slocalesetdediversorganismes，JORFdu9janvier   
1959p－622）1粂は、県の課徴税目の一つとして家庭ごみ収集税を定め、ま  
た2粂では市町村も同税を課税することを認めた。この記述に関しては、   
Juris－Classeur Fiscal（6d．Juris－Classeur，2004），Imp6ts Directs Trait6   
vol．12，1320－4（以‾F「Juris・Classeur」と略する）を参照した。なお、本税  
の創設は、IJOidu13aodt1926diteniveaux autorisantlescommunes et   
les departements a6tablir des taxesによるとする記述もある（Syst占me   
d’InformationsdesD6chetsenRh6ne－Alpes：Sindraホームページ（http：〟www．   
sindra，Org／default．htm）＞Les chffres c16s en Rh6ne－Alpes＞Publication   
：Bilan surle financement dela gestion des d6chets en Rh6ne－Alpes en   
2007，p－1）。これにつき本稿執筆時において未確認である。  
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6 タロpズ社（DALLOZ）が発行している法典（codes dalloz）の租税一般法  
典1520条の脚注では、同法律14粂Ⅲ－5とされているが、検証されない。  
7 人間環境宣言（ストックホルム宣言）は、宣言と題し7つの共通見解（00mmOn   
outlook）に続き、共通原則（commonprinciples）として26の原則を定めた。   
その第6原則（有害物質の排出規制）には「Principle6The discharge of  
toxic substances orofothersubstances and the release ofheat，in such  
quantitiesorconcentrationsastoexceedthecapacityoftheenvironment  
torenderthemharmless，muStbehaltedinordertoensurethatseriousor   





正当な闘争は支持されなければならない。」と規定し、その第7原則（海洋   
汚染の防止）には「Principle7Statessha11takeallpossiblestepstoprevent  
pollution of the seas by substances that are liable to create hazards to 





8 本法律は、AI）MINET＞RecherchesdansleJournalOmcieldelaR6publique  
Francaise＞J．0．LOISETDECRETS（http：〟www．admi．net［ionoi75－633．htmi）  
より引用参照する。  
9 Loide且nancespour2004（n02003－1311du30d6cembre2003），JORFn0  
302du31d6cembre2003page22530．  
10 Voirart．1609bis，1609quater，1609qulnquiesC，1609noniesAter，1609  
nonies B，1609nonies D，1636B undecies，1639A bis et1641du CGI，  
aussivoirart．316et316Adel’annexeⅡaum昌mecode．  
11フランス地方税財政に関する政府サイトであるBercy Collocのホームページ   
（http：／／www．colloc，bercy．gouv．fr／index．html）より、Financeslocales  
＞Fiscalit61ocale＞1a nscalit6directe＞家庭ごみ収集税TEOMの解説文（以  
下、「政府解説」とする）の冒頭文書を参照。なお、前掲Juris・Classeurでは、  
本税の性格につき、（D任意選択課税（Lataxeestfacultative）（n06－44）、   
②目的税、反対給付に対する税（La taxe correspondÅnotion de services   
rendus）（n045・51）、③家庭ごみ収集手数料と両立できない税（仏ataxeest   
exclusivedelaredevancepourenl昌vementdesorduresm6nag占res）（n0  
52）、（むキャンプ場税や商工業ごみ収集科との併科はみとめられる税（n053）  
と、4つ記述している。また、本税は、既建築不動産税付加税（t，aXeanneXe   
alataxefonci占resurlespropri6t6sbaties）ともいわれている。  
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12家庭ごみ収集手数料は、Art．14－IIdelaloide financespour1975（n074－   
1129du30d6cmbre1974）（JOdu31／12／1974，p13244）に規定され、市  
町村等において課徴できるようになった。特に、1項に「受益に応じて計算  






13 前掲・政府解説「Quandlapercevoir？」の項参照。  
14 フランスの不動産評価の詳細については、日本住宅給合センター研究部編著Fフ  
ランスの住宅・不動産税制」（日本住宅総合センター、2006年）159頁以下を  
参照。  
15 パリ市ホームページ内家庭ごみ収集税ページ参照（http：〟www．paris．丘／portail   
／pratiquePortal．1ut？page＿id＝195）。  
16 V．art．9－Idelaloidefinancerecti6cativepour1969（L．n069－1160，24，d6c．   
1969）．  
17 不動産税課税通知書の書式は、フランス財務省租税総局ホームページ内  
＞GuideImp6ts directslocaux＞Acc占sparle avis d’imposition＞ala taxe   
fonci占reetsestaxesannexesにて参照できる（http：〟doc．impots．gouv．fr／aida2007  
丑汀OCbures－id12007／）。  
18 Rapportannuelsurlaqualit6etleprixduservicepublicd’61iminationdes   
d6chetsaParis2008（以下「パT）市廃棄物2008年度報告書」という）p－7．  
19 パリ市廃棄物2008年度報告書26頁。  
20 情報として正確であるかは疑わしいがパリ市議会議員のプログによるもので  
ある。  
21MairiedeParis，Rapportfinacierdel’exercice2008（2008年度パリ市財務報   
告書），p－2，Analysefinanci昌reconsolid6eVilleetD6partementdeParisdu   
CA2004au CA2008．また、パリ市廃棄物2008年皮報告書p26－28には、パ1）  
市ごみ処理収支が記載されており、家庭ごみ収集税以外の収入も記載されて  
いる。  
22 写真は、パリ市廃棄物2008年度報告書の表紙に掲載されていた緑色フタ容器  
の写真を切り抜いたものである。  
23 パ．）市ホームページParis Pratique＞Environnement et propret6＞Ordures  
m6nag占res，tri＞Commenttrier？（http：〟www．paris．fr／portail／pratique／Portal．   
1ut？page＿id＝8584）に掲載されている分別メモ（M6mo du tri）、パリ市廃棄  
物2008年度報告書9頁を参照。  
24 パリ市廃棄物2008年度報告書8－10頁。  
25 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課F日本の廃棄物処理』  
（平成20年度版、平成22年3月）1頁「ごみの排出状況」参照。  
26 パリ市廃棄物2008年度報告書10頁より転載。  
27 同上20頁。  
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28 注5にて参考にした、Sindra，Bilan surle hnancement dela gestion des   
d6chetsenRh6ne・Alpesen2007は、ローヌ・アルプス州の2007年皮のごみ  
処理財務についての報告番である。ここに掲載されている次のグラフから、  
ローヌ・アルプス州（パリ市を中心とするイル・ド・フランス州につぐ人口   





29 Maireinfo（もttp：／／www．maireTinfo．comJindex．asp），d6chests，article du   
O4／12／2007，く（Financementduserviced－enl占vementdesorduresm6nageres‥  
pr6dominancedelaTEOM〉〉．  
30 フランス版Wikip6dia（http：／／fr．wikipedia．org／wiki／Taxe＿pique－nique）参照。   
そのほかにも、ネット検索すると、Figaro耗（たとえば、2008年3月25日付   
http‥／／www・1engaro・fr／impots／2008／09／15／05003・20080915ARTFIGOO448－  
borloo－COnfirme－1a－taXe．pique－nique一．php）、LePost（http：／／www．1epost．fr／tag   
／taxe・pique－nique／）などに、多数の記事がある。  
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